
１　総括

　(1) 人件費の状況(普通会計決算)

　(2) 職員給与費の状況(普通会計決算)

(注) 　1　職員手当には退職手当を含まない。

　      2　職員数は、H26.4.1現在の人数である。

 3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員は含んでいない。

　(3) ラスパイレス指数の状況

(注)　1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　 2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　 　　　 3　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特定法による給与減額措置がないとした場合の値である。

※　平成27年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を超えている

　場合について、その理由及び改善の見込み

　(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

　[　 未実施 　]　　　　

　　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その内容））

医療職給料表(1)を除くすべての給料表の水準を平成27年4月1日から平均２％引下げる。

ただし、経過措置として、平成30年3月31日までの間、切替前日の給料月額を保障する。

②地域手当の見直し

　　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

(支給割合）　　国基準６％に対し、守山市においても６％を支給。

規則で定める地域に在勤する職員および医師に係る地域手当の支給割合の上限を引き上げる改正を実施した。

（在勤職員：18％→20％、医師：15％→16％）

守山市の給与・定員管理等について

区分
住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率 (参考)

　　　　　(H27年１月１日) 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　 H25年度の人件費率

千円　 ％　
H26年度

人　 千円　 千円　 　　　　　　　　　　％

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

一人当たり給与費

17.180,684 25,662,723 548,916 4,508,281

（参考）類似団体平均

17.6

H26年度
人　 千円　 千円　

区分
職員数 給 与 費

430 6,096

千円　 千円　 千円　

一人当たり給与費

千円　

5,989

Ｂ／Ａ

1,581,044 430,924 609,397 2,621,365

【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組む
とされている。

　経験年数階層における職員の入替えが少なく、昇給による職員の給料月額の増加が平均給料月額に大きく影響したためと考えら
れる。今後においても定員管理や昇給昇格等の適正化に努める。

平成26年度
支給割合

平成27年度支給割合 見直し後の支給
割合（H28.4.1）

実施

４月１日時点 遡及改定後
国基準による支給割合

守山市の支給割合
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③その他の見直し内容

・単身赴任手当の基礎額および加算額の上限引き上げ。　・再任用職員も単身赴任手当の対象とする。

・管理職員特別勤務手当の改正（平日深夜勤務に対する支給の新設）。

　(5) 特記事項

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(H27.4.1現在)

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

うち 円

うち 円

　※　職員数は2人以下の区分については※表示

円 円

うち 円 円

うち 円 円

　※　職員数は2人以下の区分については※表示

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（Ｈ24～Ｈ26年の3ヵ年平均）。

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※　年収 ベースの「公務員（C)」および「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、

　　　民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

③幼児教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(注) １　「平均給料月額」とは、平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計
したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

類似団体

平均年齢

区分

参考

年収ベース（試算値）の比較

―

区分

43.1

355,183

平均給与月額

（国比較ベース）

―

334,283

38.9

446,256

422,958

43.5 － 408,996

平均給与月額

336,725

平均年齢 平均給料月額

区分

公務員

滋賀県

守山市 305,400

383,538

平均給与月額

42.3 319,936 394,984

民間 参考

354,550

国

平均給与月額 対応する民間
の類似職種

A/B
(A) （国比較ベース） (B)

平均給与月額
平均年齢職員数 平均給料月額

― ―守山市 57.8歳 6人 272,000円 296,167円 288,300円

学校給食員 57.8歳 4人　 252,100円 271,175円 267,200円 調理士 42.9歳 267,300 1.01

用務員 ※ 2人 ※ ※ ※

滋賀県 53.8歳 178人 330,859円 ―378,888円 362,168円

― 328,318円

―

用務員 54.6歳 200,300

――

※

―

国 50.2歳

類似団体 50.0歳 32人 317,404円

2,994人 289,141円

(D)

守山市 4,972,304 ― ―

―

学校給食員 4,662,000 3,667,600 1.27

類似団体 39.9

用務員 ※ 2,774,400 ※

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

守山市 35.4 274,100 322,802

42.1 361,822滋賀県 417,082

―

―

355,113円 338,663円

301,604

公務員 民間
C/D

（C)

335,703
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　(2) 職員の初任給の状況(H27.4.1現在)

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円

　(3)  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(H27.4.1現在)

円 円 円 円

円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況(H27.4.1現在)

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

(注)　1　守山市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
　　　 2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　(2) 昇給への勤務成績の反映状況
1.　勤務成績の評定の実施状況

　　地方公務員法第40条に基づき、毎年9月1日と2月1日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を実施。

2.　昇給への勤務成績の反映状況

　　勤務成績の評定結果により5段階(「秀」「優」「良」「可」「劣」)の評価を実施し、勤務評定結果が「良」に満たない職員について

昇給抑制措置を実施。

一般行政職 大学卒

技能労務職 高校卒

区分 経験年数10年

180,800

経験年数20年

142,100

区分

中学卒 133,200

一般行政職

技能労務職
高校卒

大学卒

守山市

146,500

180,800

高校卒 146,500

149,000

127,700

146,500

区分 職員数 構成比

7級

6級

25 8.6

標準的な職務内容

部長・次長

35 12

5.9

課長

参事

4級 31 10.7

5級 17

3級 100 34.5

係長

係長・主査・主任

2級 53 18.3

1級 29 10

主事

主事・主事補

滋賀県

最高号級の給料月額

360,100

174,200

国

経験年数25年

－

－

１号級の給料月額

365,800

347,700

301,900

244,900

258,300

223,900

187,700

442,600

407,900

390,700

378,700

315,800

285,000

396,000

309,800

137,600

201,900

短大卒 169,700 －

－

－ 　－ 　　－

経験年数30年

412,000262,200

－

369,800 379,700幼児教育職 短大卒 244,400 339,500

幼児教育職
大学卒 186,300

1級, 10.0% 1級, 10.1% 
1級, 15.2% 

2級, 18.3% 2級, 21.6% 2級, 11.7% 

3級, 34.5% 3級, 27.9% 
3級, 29.3% 

4級, 10.7% 
4級, 9.4% 

4級, 8.5% 

5級, 5.9% 
5級, 9.4% 

5級, 10.6% 

6級, 12.0% 6級, 12.2% 6級, 13.8% 

7級, 8.6% 7級, 9.4% 7級, 10.9% 
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４　職員の手当の状況

　(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

(H26年度支給割合) (H26年度支給割合) (H26年度支給割合)

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置 加算措置

　・役職加算　5～15% 　・役職加算　5～20% 　・役職加算　5～20%

　・管理職加算　15%、20% 　・管理職加算　10～25%

(注)　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】　勤勉手当への勤務成績の反映状況(一般行政職)

　　1.　勤務成績の評定の実施状況

　　　　地方公務員法第40条に基づき、毎年9月1日と2月1日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を実施。

　　2.　勤務成績の評定結果により5段階(「秀」「優」「良」「可」「劣」)の評価を実施し、全職員に対して評定結果（評語）に基づき、成績率を決定。

　　　　平成27年6月の勤勉手当において、494名中、上位区分に決定された者が125名(25.3％)、　標準区分に決定された者が355名（71.9%）、

　　　 下位区分に決定された者が14名(2.8％)であった。

　(2) 退職手当(H27.4.1現在)

支給率 支給率

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 (2%～30%) 定年前早期退職特例措置 (2%～45%)

1人当たり平均支給額

千円 千円

(注)　退職手当の1人当たり平均支給額は、H26年度に退職した職員に支給された平均額である。

　(3) 地域手当(H27.4.1現在)

千円

千円

％ ％

％ 人 ％

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため

　　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

3,656 21,510

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

100.9

（ 100.9 ）

守山市 滋賀県 国

1人当たり平均支給額（H26年度） 1人当たり平均支給額（H26年度）
－

1,387 1,848

1.45 0.70

2.60 1.50 2.60 1.50 2.60 1.50

1.45 0.70

34.5825 勤続25年

自己都合 応募認定・定年 自己都合

0.70

守山市

1.45

41.325

20.445

34.5825

25.55625

勤続25年 29.145

勤続20年 20.445 25.55625 勤続20年

最高限度額 49.59 49.59 最高限度額

29.145

勤続35年 41.325 49.59 勤続35年

49.59

支給実績(H26年度普通会計決算) 97,141

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度普通会計決算) 226

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率)

東京都

市内全域 6 下記以外職員 6

18 1 18

国

応募認定・定年

49.59

49.59
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　(4) 特殊勤務手当(H27.4.1現在)

　(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成26年度普通会計決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員、教育

　　職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

手当の名称

千円

職員全体に占める手当支給職員の割合(H26年度) 2.1

支給実績(H26度普通会計決算) 946

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度普通会計決算) 105,106 　円

手当の種類(手当数) 19

　％

行旅病人の対応業務に従事する職員
行旅病人の対応業務に従事する場
合

1日あたり 300円

-

-

主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価
支給実績

(H26年度決算)

結核患者の家庭指導業務に従事する
職員

結核患者の家庭指導業務に従事す
る場合

1日あたり 200円

-

-

感染症防疫等作業 感染症防疫等に従事する職員
感染症の患者もしくは感染症の疑い
のある患者の救護等に従事する場
合

1日あたり 400円

行旅病人対応作業

狂犬病予防作業に従事する職員 狂犬病予防作業に従事する場合 1日あたり 100円

-

-

行旅死亡人処置作業 行旅死亡人の処置に従事する職員 行旅死亡人の処置に従事する場合 1件あたり 3,000円

結核患者の家庭指導業務

犬の捕獲補助作業に従事する職員 犬の捕獲補助作業に従事する場合 1日あたり 400円

3千円

-

毒劇物の取扱業務 毒劇物の取扱業務に従事する職員 毒劇物の取扱業務に従事する場合 1日あたり 300円

狂犬病予防作業

守山市環境センターに勤務する職員
守山市環境センターに勤務する場
合

1月あたり
3,000円～8,000円

-

360千円

犬猫の死体処理作業 犬猫の死体処理作業に従事する職員
犬猫の死体処理作業に従事する場
合

1体あたり 1,000円

犬の捕獲補助作業

酸素欠乏危険場所における作業に従
事する職員

酸素欠乏危険場所における作業に
従事する場合

1日あたり 300円

52千円

し尿処理検査等
現場におけるし尿処理の検査または
公害測定業務に従事する職員

現場におけるし尿処理の検査また
は公害測定業務に従事する場合

1日あたり 300円

守山市環境センター勤務

酸素欠乏危険場所作業

-

守山市野洲郡行政事務組合の火葬
施設に勤務する場合

1月あたり 3,000円

非常災害時における幼児もしくは生
徒の保護等に従事する場合

1日あたり 8,000円

保健事業従事 保健事業に従事する医師
市が実施する保健事業に従事した
とき

1日あたり 8,000円

教員特殊業務

対外運動競技等の引率で泊を伴う
ものまたは休日等に行う場合

1日あたり 4,250円

-

-

守山市野洲郡行政事務組合
勤務

守山市野洲郡行政事務組合の火葬施
設に勤務する職員

21千円

17千円

幼児または生徒の負傷、疾病等に
伴う救急の業務に従事する場合

1日あたり 7,500円

幼児または生徒の緊急補導等の業
務に従事する場合

1日あたり
3,000円～7,500円

支給実績(H26年度普通会計決算) 184,165

職員1人当たり平均支給年額(H26年度普通会計決算) 585

修学旅行等の引率で泊を伴う場合 1日あたり 4,250円

部活動指導業務で休日等に行う場
合

1日あたり3,000円

学校、幼稚園等に勤務する教育職員

支給実績(H25年度普通会計決算) 152,714

職員1人当たり平均支給年額(H25年度普通会計決算) 496

-

-

495千円
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　(6) その他の手当(H27.4.1現在)

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況(H27.4.1現在)

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　(算定方式) （1期の手当額） 　(支給時期)

　　　　877千円×在職月数×0.32 円 任期毎

　　　　747千円×在職月数×0.235 円 任期毎

(注) 1 給料及び報酬の(　)内は、減額措置を行う前の金額である。

2 退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年=48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

手
当
名

内容及び支給月額
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(H26年度

普通会計決算)

支給職員
1人当たり

平均支給年額
(H26年度

普通会計決算)

扶
養
手
当

配偶者 13,000

同じ 36,362千円 227,264円その他の扶養親族１人につき 6,500

配偶者の無い場合、そのうち1人について 11,000

住
居
手
当

借家・借間 月額12,000円を超える家賃を支払って
いる職員に対し、家賃の額に応じて、
27,000円を限度に支給

同じ 20,730千円 309,397円

通
勤
手
当

交通機関等利用者 運賃等相当額を支給 (6ヶ月の
定期券を基礎とする額により
55,000円を限度に支給)

異なる 25,161千円 75,559円

管
理
職
手
当

84,818千円49,600円70,800円 参事級

交通用具使用者 通勤距離 （片道2km以上）に
応じて、2,500円～32,800円を
支給

1日につき
4,200円

参事級(園長) 55,500円

989千円

737,550円

部長級 84,100円 課長級 62,300円

次長級

(参考)類似団体における最高／最低額

市長 877,000 1,061,000

宿
日
直
手
当

週休日、休日等正規の勤務時間以外の時間に宿日
直業務 (庁舎、設備、備品、書類等の保全、外部との
連絡、文書の収受、庁内の監視等)に従事した場合

1日につき
6,200円

異なる

440,000

副市長 747,000 885,000 375,000

4,300円

区分 給料月額等

給
料

737,000

222,000議員

310,000

副議長 422,000 653,000 245,000

副市長 3.10

議長 　(H26年度支給割合)

3.10

報
酬

議長 492,000

382,000

退
職
手
当

市長

副議長

議員

591,000

期
末
手
当

市長 　(H26年度支給割合)

13,470,720

8,426,160副市長

備考
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６　職員数の状況
　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 (各年4月1日現在)

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

(注) 1　職員数は一般職に属する職員数である。（平成26年度は教育長含む）

2　[　　　]内は、条例定数の合計である。

主な増減理由
H26年 H27年

　　　　　　　　　　　区分
　部門

職員数 対前年
増減数

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 5

税務 22

土木 50

110

小計

総務企画 95 97 2 国勢調査対応に伴う増員　等

5 0

1

民生 94 109 15 生活支援相談室の設置、こども園への職員配置、待機児童対策に伴う増員　等

22 0

0

環境センター更新対応に伴う増員

労働 2 2 0

衛生 39 40

教育部門

農林水産 10 10 0

商工 4 4

計 321 人 338

49 △ 1

人

人 105

17 人

人

事務の縮小に伴う減員

431 人 443 人

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　41.89人

（類似団体の人口1万人当たり職員数53.66人）

△ 5 人 教育長の減、こども園への職員配置による幼稚園職員減員

12 人

3

　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

病院 164 167

下水道 7 7

水道

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　54.90人

（類似団体の人口1万人当たり職員数71.58人）

医師、看護師の増員

0

10 10 0

業務配分見直しに伴う減員

国保 6 6 0

介護保険 15 14 △ 1

小計 204 206 2

後期高齢 2 2 0

14 ＜参考＞

[ 748人 ] [ 748人 ] 人口1万人当たり職員数　　80.44人
合計

635 649
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　(2) 年齢別職員構成の状況(H2７.4.1現在)

　(3) 職員数の推移 (単位：人・％)

( ％)

( ％)

( ％)

( ％)

( ％)

(注) 1　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

区分

20歳 20歳

未満 23歳

24歳

計

～ ～ ～ ～
36歳 40歳

59歳35歳

44歳 60歳

～ ～ ～

48歳28歳 32歳 52歳 56歳

以上

～ ～ ～

51歳 55歳

60

人 人 人 人

90 88

47歳

人 人 人

43歳27歳 31歳 39歳

人 人 人人 人

64954

　　　　　　　　　　　　区分
　　部門

H22年 H23年 H24年

職員数
人

0 36 61 79

H26年 H27年
過去５年間

313 316 321

H25年

105 △ 7 -7.0

85

338 32

46

10.0

545

教育 112 109 111

304

110111

普通会計　計 418 413 424

の増減数(率)

427 431

一般行政 306

443 25 5.0

公営企業等会計　計 215 209 207 200 204 206 △ 9 -5.0

総合計 633 622 631 627 635 649 16 2.0

0

2

4

6

8

10

12

14

16

1
 

2
 

3
 

4
 

5
 

6
 

7
 

8
 

9
 

1
0
 

1
1
 

1
2
 

構成比 

5年前の構成比 

% 
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

① 職員給与費の状況

　ア　決算

(参考)

(注) 　1　職員手当には退職給与金を含まない。

　      2　職員数は、H26.4.1現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(H27.4.1現在)

歳 円 円

歳 円 円

(注)　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

(H26年度支給割合) (H26年度支給割合)

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置

　・役職加算　5～15% 　・役職加算　5～15%

(注) 1　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

2　右欄の1人あたり平均支給額は市町村平均を、他の項目については守山市の一般行政職にかかる状況を記載しています。

　イ　退職手当(H27.4.1現在)

支給率 支給率

月 月 月 月

月 月 月 月

月 月 勤続35年 月 月

月 月 月 月

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 (2%～30%) 定年前早期退職特例措置 (2%～30%)

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額

(注) 1　退職手当の1人当たり平均支給額は、H26年度に退職した職員に支給された平均額である。

2　右欄の1人あたり平均支給額は市町村平均を、他の項目については守山市の一般行政職にかかる状況を記載しています。

20.445 20.445

49.59

応募認定・定年

25.5562525.55625

34.5825 34.5825

41.325

49.59

49.59

49.59

区分
総費用

純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率

H25年度の総費用に占める
職員給与費比率Ａ　 Ｂ　 Ｂ／Ａ　

H26年度
千円　 千円　 千円　 ％　 ％　

1,488,874 4,272 142,053 9.5 6.0

給 与 費 一人当たり給与費 （参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ　 一人当たり給与費

守山市 45.8 373,556 565,099

千円 千円 千円 千円

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

千円

区分

6,781

Ｂ／Ａ　　

6,219
H26年度

人 千円

職員数

基本給 平均月収額

10 44,827 6,422 16,563 67,812

市町村平均 44.9 348,021 517,229

事業者 － －

守山市 守山市（一般行政職）・市町村平均

1人当たり平均支給額（H26年度） 1人当たり平均支給額（H26年度）

1,657 1,485

2.60 1.50 2.60 1.50

1.45 0.70 1.45 0.70

守山市 守山市（一般行政職）・市町村平均

自己都合 自己都合自己都合

勤続25年 29.145

勤続20年

応募認定・定年

勤続20年

最高限度額 49.59 最高限度額最高限度額

29.145

勤続35年 41.325

勤続25年勤続25年

49.59

全理由 全理由

19,419 千円 13,933 千円
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　ウ　地域手当(H27.4.1現在)

千円

千円

％ 人 ％

　エ　特殊勤務手当(H27.4.1現在)

千円

　円

　％

　オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、

　 制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

　カ　その他の手当(H27.4.1現在)

円

円

円

0.0

4

0

支給実績(H26年度決算) 2,540

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算) 254

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

(支給率)

6 10 6

支給実績(H26年度決算)

職員全体に占める手当支給職員の割合(H26年度)

勤務時間外(宿直中を含む。)に修繕等
を処理する職員

勤務時間外(宿直中を含む。)に修繕
等を処理する場合

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算)

市内全域

0

-

-

1件あたり 200円

左記職員に対する支給単価

手当の種類(手当数)

1件あたり 200円

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算) 453

自宅待機を命ぜられた職員 自宅待機を命ぜられた場合

支給実績(H26年度決算) 2,261

自宅待機

支給職員1人当たり平均支給年額(H25年度決算) 295

手
当
名

内容及び支給月額
一般行政職

の制度
との異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

同じ

扶
養
手
当

1回あたり 500円

支給実績
(H26年度決算)

支給職員
1人当たり

平均支給年額
(H26年度決算)

263,200円1,316千円

住
居
手
当

借家・借間 月額12,000円を超える家賃を支払って
いる職員に対し、家賃の額に応じて、

27,000円を限度に支給

支給実績(H25年度決算) 1,770

配偶者 13,000

同じその他の扶養親族１人につき 6,500

配偶者の無い場合、そのうち1人について 11,000

通
勤
手
当

交通機関等利用者 運賃等相当額を支給 (6ヶ月の
定期券を基礎とする額により
55,000円を限度に支給)

異なる

交通用具使用者

84,100円 課長級 62,300円

次長級 70,800円 参事級

3,608千円 721,412円

392千円 65,333円

162千円 162,000円

支給実績
(H26年度決算)

-

配水管(口径30ミリメートル以上)の漏
水修繕に従事する職員

配水管(口径30ミリメートル以上)の
漏水修繕に従事する場合

主な支給対象職員 主な支給対象業務

1件あたり 200円

電気設備、塩素滅菌設備等特に危険
と認める設備の補修等に従事する職
員

電気設備、塩素滅菌設備等特に危
険と認める設備の補修等に従事す
る場合

管
理
職
手
当

同じ

配水管漏水修繕

危険設備の補修等

勤務時間外修繕等

-

通勤距離 (片道2km以上)に
応じて、2,500円～32,800円を
支給

手当の名称

49,600円

部長級
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　(２)　病院事業（医師）

① 職員給与費の状況

　ア　決算

(参考)

(注)　職種別の費用は算出していないため、上記表については病院全体の数値を計上している。

(注)　特別損失(1,563,324円)を控除した場合、職員給与費比率は「57.6％」となります。

(注) 　1　職員手当には退職給与金を含まない。

　      2　職員数は、H26.4.1現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(H27.4.1現在)

歳 円 円

歳 円 円

(注)　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

(H26度支給割合) (H26年度支給割合)

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当

 月分  月分 2.60  月分 1.50  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置

　・役職加算　5～15% 　・役職加算　5～15%

(注) 1　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

2　右欄の1人あたり平均支給額は市町村平均を、他の項目については守山市の一般行政職にかかる状況を記載しています。

　イ　退職手当(H27.4.1現在)

支給率 支給率

月 月 月 月

月 月 月 月

月 月 月 月

月 月 月 月

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 (2%～30%) 定年前早期退職特例措置 (2%～30%)

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額

(注) 1　退職手当の1人当たり平均支給額は、H26年度に退職した職員に支給された平均額である。

2　右欄の1人あたり平均支給額は市町村平均を、他の項目については守山市の一般行政職にかかる状況を記載しています。

568,780

区分

千円　 千円　
H26年度

Ｂ／Ａ　

総費用に占める
職員給与費比率

職員給与費
純損益又は
実質収支

総費用

Ｂ　Ａ　

％　千円　

H25年度の総費用に占める
職員給与費比率

平均月収額

守山市 51.0

守山市 守山市（一般行政職）・市町村平均

1,345,708

44.6 564,750

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

1,389,096市町村平均

％　

－ －事業者

千円4,910千円-千円2,621

全理由応募認定・定年自己都合

49.5949.59最高限度額49.5949.59最高限度額

49.5941.32549.5941.325勤続35年 勤続35年

34.582529.145勤続25年34.582529.145勤続25年

1人当たり平均支給額（H26年度） 1人当たり平均支給額（H26年度）

3,146 2,394

2.60 1.501.502.60

勤続20年 20.445 25.5562520.445勤続20年25.5562520.445勤続20年

応募認定・定年 自己都合

1.45 0.70 1.45 0.70

守山市 守山市（一般行政職）・市町村平均

応募認定・定年自己都合

16,149258,37650,33299,916108,12816

一人当たり給与費給 与 費職員数
区分

千円千円千円千円千円人
H26年度

職員手当給料　　　　　　Ａ Ｂ／Ａ　　計　　Ｂ　期末・勤勉手当

60.338.91,875,915△ 1,481,0904,822,256
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　ウ　地域手当(H27.4.1現在)

千円

千円

％ 人 ％

　エ　特殊勤務手当(H27.4.1現在)

千円

　円

　％

　オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、

　 制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

市が実施する保健事業に従事したと
き

1日あたり 8,000円

-
受託機関である市民病院の医師が
休日に新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの集団接種に
従事した場合

半日あたり34,200円

支給実績
(H26年度決

算)

930千円

207千円

-

93千円

- 1体あたり 1,100円

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

守山市民病院に勤務する場合
1月あたり

3,000円～5,000円

年末年始(12月29日から翌年1月3日
まで）に病院業務に従事する場合

勤務の一部または全部が深夜にお
いて行われる看護等の業務に従事
する場合

診療放射線作業に常時従事する場
合

1日あたり
200円～250円

1回あたり
2,040円～3,200円

死体の処置作業に従事する場合

診療業務のため医療技術を研究した
場合

病院業務に従事する職員のうち、事
務を主たる業務とする職員を除くもの

緊急医療業務のため自宅待機を命
ぜられた場合

1回あたり
1,000円～4,000円

-

-

6,024千円

産婦人科病棟に勤務する場合 1月あたり 3,000円

支給対象地域 支給率

１回あたり
5,000円

守山市民病院勤務

医師

保健事業に従事する医師

自宅待機を命ぜられた職員

産婦人科病棟に勤務する助産師

勤務の一部または全部が深夜におい
て行われる看護等の業務に従事する

職員

病院業務に従事する職員のうち、事
務を主たる業務とする職員を除くもの

主な支給対象職員

支給実績(H26年度決算)

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算)

職員全体に占める手当支給職員の割合(H26年度)

保健事業従事

人工透析作業

産婦人科病棟勤務

支給対象職員数
一般行政職の制度

(支給率)

12

38,805

2,425,313

48.2

手当の種類(手当数)

市内全域 15 16

病院業務従事（年末年始）

死体の処置作業

受託医療機関新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
集団接種業務

手当の名称

16,803支給実績(H26年度決算)支給実績(H26年度決算) 16,803

6

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算) 1,050

支給実績(H26年度決算) 82

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算) 5

支給実績(H25年度決算) 980

支給職員1人当たり平均支給年額(H25年度決算) 61

夜間看護業務

診療放射線作業

緊急医療業務自宅待機

人工透析作業に常時従事する職員 人工透析作業に常時従事する場合 1日あたり 350円

死体の処置作業に従事する職員

診療放射線作業に常時従事する職
員

緊急医療業務
緊急医療業務のため、勤務を命ぜら

れた職員
緊急医療業務のため勤務を命ぜら
れた場合

1月あたり
70,000円～190,000円

88千円

1回あたり
3,000円

4,533千円

26,930千円医療技術研究業務 診療業務に常時従事する職員
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　カ　その他の手当(H27.4.1現在)

円

円

円

副院長級

　(３)　病院事業（看護師）

① 職員給与費の状況

　ア　決算

(注) 　1　職員手当には退職給与金を含まない。

　      2　職員数は、H26.4.1現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(H27.4.1現在)

歳 円 円

歳 円 円

(注)　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

－

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

事業者 －

区分
職員数 給 与 費 一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ　 Ｂ／Ａ　　

H26年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

104 323,905 116,511 131,063 571,479 5,495

守山市 41.0 267,998 457,916

市町村平均 38.8 288,414 456,203

内容及び支給月額
一般行政職

の制度
との異同

手
当
名

扶
養
手
当

支給職員
1人当たり

平均支給年額
(H26年度決算)

13,000

同じ

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績
(H26年度決算)

827千円

通
勤
手
当

交通機関等利用者

3,892千円 243,250円その他の扶養親族１人につき 6,500

配偶者の無い場合、そのうち1人について 11,000

配偶者

交通用具使用者 通勤距離 (片道2km以上)に
応じて、2,500円～32,800円を
支給

住
居
手
当

借家・借間 月額12,000円を超える家賃を支払って
いる職員に対し、家賃の額に応じて、

27,000円を限度に支給
同じ

管
理
職
手
当

同じ 15,443千円科長級

93,700円

108,300円 82,600円

99,500円

院長級 160,000円 次長級

部長級 医長級

965,188円

51,688円

1,780千円 111,250円

運賃等相当額を支給 (6ヶ月の
定期券を基礎とする額により
55,000円を限度に支給)

異なる

77,100～71,900円
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③ 職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

(H26年度支給割合) (H26年度支給割合)

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置

　・役職加算　5～15% 　・役職加算　5～15%

(注) 1　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

2　右欄の1人あたり平均支給額は市町村平均を、他の項目については守山市の一般行政職にかかる状況を記載しています。

　イ　退職手当(H27.4.1現在)

支給率 支給率

月 月 月 月

月 月 月 月

月 月 月 月

月 月 月 月

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 (2%～30%) 定年前早期退職特例措置 (2%～30%)

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額

(注) 1　退職手当の1人当たり平均支給額は、H26年度に退職した職員に支給された平均額である。

2　右欄の1人あたり平均支給額は市町村平均を、他の項目については守山市の一般行政職にかかる状況を記載しています。

　ウ　地域手当(H27.4.1現在)

千円

千円

％ 人 ％104市内全域 6 6

支給対象地域 支給率 支給対象職員数
一般行政職の制度

(支給率)

守山市 守山市（一般行政職）・市町村平均

1人当たり平均支給額（H26年度） 1人当たり平均支給額（H26年度）

1,260 1,175

2.60 1.50 2.60 1.50

25.55625

1.45 0.70 1.45 0.70

守山市 守山市（一般行政職）・市町村平均

34.5825

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 20.445 25.55625 勤続20年 20.445

29.145 34.5825 勤続25年 29.145

勤続35年49.59 41.325 49.59

最高限度額 49.59 49.59 最高限度額 49.59 49.59

自己都合 応募認定・定年 全理由

18,519 千円 19,218 千円

支給実績(H26年度決算) 19,848

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算) 191

勤続25年

千円

勤続35年 41.325

4,910
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　エ　特殊勤務手当(H27.4.1現在)

千円

　円

　％

　オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円 　

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　カ　その他の手当(H27.4.1現在)

円

円

円

35.1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

(H26年度決
算)

251,490

26,155

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合(H26年度)

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算)

守山市民病院勤務

支給実績(H26年度決算)

支給実績(H26年度決算) 34,957

医療技術研究業務 診療業務に常時従事する職員
診療業務のため医療技術を研究した
場合

診療放射線作業

死体の処置作業 死体の処置作業に従事する職員

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算) 336

夜間看護業務
勤務の一部または全部が深夜におい
て行われる看護等の業務に従事する

職員

勤務の一部または全部が深夜にお
いて行われる看護等の業務に従事
する場合

受託医療機関新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
集団接種業務

産婦人科病棟に勤務する助産師 産婦人科病棟に勤務する場合

支給実績(H25年度決算) 29,220

支給職員1人当たり平均支給年額(H25年度決算) 281

手
当
名

内容及び支給月額
一般行政職

の制度
との異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績
(H26年度決算)

支給職員
1人当たり

平均支給年額
(H26年度決算)

扶
養
手
当

配偶者 13,000

同じ 6,891千円 66,260円その他の扶養親族１人につき 6,500

配偶者の無い場合、そのうち1人について 11,000

住
居
手
当

借家・借間 月額12,000円を超える家賃を支払って
いる職員に対し、家賃の額に応じて、

27,000円を限度に支給
同じ 4,757千円 45,740円

通
勤
手
当

交通機関等利用者 運賃等相当額を支給 (6ヶ月の
定期券を基礎とする額により
55,000円を限度に支給)

異なる 3,914千円 37,635円

交通用具使用者 通勤距離 (片道2km以上)に
応じて、2,500円～32,800円を
支給

管
理
職
手
当

同じ 7,688千円 73,923円

部長級 73,700円 師長級 55,300円

次長級 69,300円

守山市民病院に勤務する場合 5,425千円
1月あたり

3,000円～5,000円

診療放射線作業に常時従事する職
員

診療放射線作業に常時従事する場
合

人工透析作業 人工透析作業に常時従事する職員 人工透析作業に常時従事する場合

病院業務に従事する職員のうち、事
務を主たる業務とする職員を除くもの

1回あたり
2,040円～3,200円

-
1日あたり

200円～250円

緊急医療業務のため、勤務を命ぜら
れた職員

緊急医療業務のため勤務を命ぜら
れた場合

753千円

334千円

18,141千円

死体の処置作業に従事する場合

1日あたり 350円

受託機関である市民病院の医師が
休日に新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの集団接種に
従事した場合

-

-

産婦人科病棟勤務

1回あたり
3,000円

1月あたり 3,000円

緊急医療業務のため自宅待機を命
ぜられた場合

1回あたり
1,000円～4,000円

93千円

-

緊急医療業務自宅待機 自宅待機を命ぜられた職員

-緊急医療業務

半日あたり34,200円

保健事業従事 保健事業に従事する医師
市が実施する保健事業に従事したと
き

1日あたり 8,000円

医師

1体あたり 1,100円

-
1月あたり

70,000円～190,000円

病院業務従事（年末年始）
病院業務に従事する職員のうち、事
務を主たる業務とする職員を除くもの

年末年始(12月29日から翌年1月3日
まで）に病院業務に従事する場合

1,409千円
１回あたり
5,000円
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　(４)　病院事業（事務職員）

① 職員給与費の状況

　ア　決算

(注) 　1　職員手当には退職給与金を含まない。

　      2　職員数は、H26.4.1現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(H27.4.1現在)

歳 円 円

歳 円 円

(注)　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

(H26年度支給割合) (H26年度支給割合)

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置

　・役職加算　5～15% 　・役職加算　5～15%

(注) 1　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

2　右欄の1人あたり平均支給額は市町村平均を、他の項目については守山市の一般行政職にかかる状況を記載しています。

　イ　退職手当(H27.4.1現在)

支給率 支給率

月 月 月 月

月 月 月 月

月 月 月 月

月 月 月 月

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 (2%～30%) 定年前早期退職特例措置 (2%～30%)

1人当たり平均支給額 1人当たり平均支給額

(注) 1　退職手当の1人当たり平均支給額は、H26年度に退職した職員に支給された平均額である。

2　右欄の1人あたり平均支給額は市町村平均を、他の項目については守山市の一般行政職にかかる状況を記載しています。

　ウ　地域手当(H27.4.1現在)

千円

千円

％ 人 ％

事業者

328,980

－

市内全域 6 16 6

支給対象地域 支給率

－

職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ　

44.1 320,127 504,266

平均月収額

千円

市町村平均 43.1

支給対象職員数
一般行政職の制度

(支給率)

502,010

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

守山市

56,089

千円 千円

区分
職員数 給 与 費 一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給料

1,367

22,310 96,819 6,051

Ｂ／Ａ　　

H26年度
人 千円 千円

16 18,420

2.60 1.50 2.60 1.50

守山市 守山市（一般行政職）・市町村平均

1人当たり平均支給額（H26年度） 1人当たり平均支給額（H26年度）

1,394

25.55625

1.45 0.70 1.45 0.70

守山市 守山市（一般行政職）・市町村平均

34.5825

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 20.445 25.55625 勤続20年 20.445

49.59 49.59 最高限度額 49.59

勤続35年

勤続25年 29.145 34.5825 勤続25年 29.145

- 千円 - 千円 4,910 千円

49.59

自己都合 応募認定・定年 全理由

勤続35年 41.325 49.59 41.325 49.59

最高限度額

支給実績(H26年度決算) 3,518

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算) 220
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　エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　オ　その他の手当(H27.4.1現在)

円

円

円

支給実績(H26年度決算) 7,111

支給職員1人当たり平均支給年額(H26年度決算) 444

支給実績(H25年度決算) 7,781

支給職員1人当たり平均支給年額(H25年度決算) 486

手
当
名

内容及び支給月額
一般行政職

の制度
との異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績
(H26年度決算)

支給職員
1人当たり

平均支給年額
(H26年度決算)

扶
養
手
当

配偶者 13,000

同じ 2,551千円 159,438円その他の扶養親族１人につき 6,500

配偶者の無い場合、そのうち1人について 11,000

住
居
手
当

借家・借間 月額12,000円を超える家賃を支払って
いる職員に対し、家賃の額に応じて、

27,000円を限度に支給
0円

通
勤
手
当

交通機関等利用者 運賃等相当額を支給 (6ヶ月の
定期券を基礎とする額により
55,000円を限度に支給)

異なる 1,660千円

管
理
職
手
当

同じ 3,539千円 221,188円

部長級 84,100円

次長級 70,800円 参事級

課長級 62,300円

49,600円

103,750円

交通用具使用者 通勤距離 (片道2km以上)に
応じて、2,500円～32,800円を
支給

同じ 135千円
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